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1 調査対象者の属性
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グローバル 日本

税務部門責任者（例：税務計画、税務報告、税務業務、国際
税務、移転価格、間接税 など）

23% 24%

税務に関する現地責任者であるファイナンスディレクターまた
はファイナンシャルコントローラー

21% 21%

グローバル税務ディレクター、税務グローバルヘッドまたは税
務グローバルバイスプレジデント（または同等の役職）

20% 13%

リージョナル税務ディレクター、税務リージョナルヘッドまたは
税務リージョナルVP（または同等の役職）

18% 18%

税務リスクや税務係争に多大な時間（50%以上）を費やして
いる税務専門家

7% 1%

各国の税務リーダー 4% 10%

経営幹部のメンバー 3% 7%

その他の税務担当者 3% 4%

ジェネラルカウンセルまたはその他の法務担当者 1% 0%

その他の税務以外の業務担当者 0% 0%

グローバル 日本

米国 15% 0%

英国 7% 1%

中国（中華人民共和国） 5% 0%

ドイツ 5% 0%

オーストラリア 4% 0%

イタリア 3% 1%

日本 3% 90%

スペイン 3% 0%

アラブ首長国連邦 2% 0%

フランス 2% 0%

オランダ 2% 1%

メキシコ 2% 0%

ブラジル 2% 0%

韓国 2% 0%

アルゼンチン 2% 0%

コロンビア 2% 0%

シンガポール 2% 0%

香港 2% 0%

エジプト 1% 0%

チリ 1% 0%

回答者の国・地域

調査対象者の属性

2023年EY税務リスクと税務係争に関する調査では、47の国・地域、20超の業種にわたる2,127名のシニア税務・財務専門家からの知見を集めました。

回答者の役職

本スライド一式で示されている結果は、サンプル数が67の日本の組織を対象としています。
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調査対象者の属性

回答者の業種 回答者の会社が事業を展開している国の数

回答者の会社の年間グローバル売上高

グローバル 日本

消費財 8% 21%

テクノロジー 8% 4%

石油・ガス 7% 3%

銀行・証券 6% 1%

再生可能エネルギー 6% 7%

各種工業製品 6% 3%

自動車・運輸 5% 6%

電力・公益事業 5% 3%

ウェルス＆アセットマネジメント 5% 6%

医療 5% 3%

不動産・ホスピタリティ・建設 5% 4%

プロフェッショナルサービスまたはコンサルティング 5% 9%

保険 5% 0%

鉱業・金属 5% 3%

メディア・エンターテインメント 4% 6%

通信 4% 3%

アグリビジネス 4% 1%

ライフサイエンス／製薬 3% 10%

政府・公共部門 3% 0%

プライベートエクイティ 1% 1%

グローバル 日本

500万ドル未満 0% 0%

500万ドル～4,999万ドル 0% 0%

5,000万ドル～9,999万ドル 1% 0%

1億ドル～2億4,999万ドル 3% 1%

2億5,000万ドル～4億9,999万ドル 6% 0%

5億ドル～7億4,999万ドル 5% 0%

7億5,000万ドル～49億ドル 21% 18%

50億ドル～99億ドル 23% 22%

100億ドル～499億ドル 27% 40%

500億ドル～1,000億ドル 6% 0%

1,000億ドル超 4% 1%

回答を控えたい 3% 16%

グローバル 日本

1～5 10% 13%
6～10 22% 10%
11～24 30% 27%
25～49 24% 33%
50以上 13% 16%

単位：米ドル
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2 組織における税務リスクと税務係争への対処方法の変化
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回答者は、パンデミックの間は税
務調査や係争が明らかに中断し
ていたものの、今後は税務リスク
と税務係争についてより困難な
時期になると予測しています

• 回答者の41%が、今後2年間により

多くの、そしてより厳しい税務調査を

経験すると予想しており、これは

2021年の調査の35%から増加して

います

• 44%が国境を越えた税務問題にさら

に焦点が当てられると予想し、39%
が税務当局からの情報提供要請の

件数が増加し、要求される内容が詳

細になると予想しています

• 回答者が指摘した税務リスクの第1
位は依然として移転価格でした

• 45%がBEPS2.0第2の柱により、新

たな税務係争の可能性が高まると

予想しています

企業は強固で効果的な税務ガ
バナンスを構築する必要があり
ます

• 69%が今後2年間で税務ガバ

ナンスへの取り組みが拡大
すると予想しています

• 84%が、税務リスクと税務係

争の管理に対する既存のグ
ローバルなフレームワークの
アプローチを導入または改善
することで、自社のビジネス
に何らかの価値または大きな
価値がもたらされると回答し
ています

回答者の声

税務リーダーは、正確なデータ
にアクセスして適切な判断に努
める必要があります

• しかし、75%は世界中のすべ

ての係争を完全に把握できて
おらず、72%は未解決の調査

や係争を追跡するための専
用ツールを使用していません

• 83%は、アクティブな税務リス

クの積極的な事前登録簿や
データベースを維持すること
が組織にとって有益であると
述べています

事前の活動による税の確実性
の確保は、税務係争戦略の中
心にあるべきです

• 86%が、係争に発展する前に

リスクの特定と管理をより積
極的に行うことは、自社のビ
ジネスに付加価値をもたらす
と回答しています

• 84%が、全体的な税務調査

への対応力を高めるために、
取引の文書化を改善したいと
考えています

• 80%が、今後2年間で、1つま
たは複数のAPAを取得する
予定だと回答しています

1 2 3

重要なメッセージ：調査結果は、税務リーダーが実行すべき3つの重要な行動を示して
います
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3 グローバルな税務執行環境
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法規制リスク - 新しい、または改正
された法律や規制など

ビジネスリスク - ビジネスのさまざま

な領域間のコミュニケーションが最
適化されていないなど

これらのいずれでもない税務調査リスク - 税の確実性の欠

如または税務執行の潜在的な影響
の観点から

現在、貴社／貴グループが直面している税務リスクの最大の要因は、以下のうちどれ
だとお考えですか？

15%
日本

21%
日本

31%
日本

30%
グローバル

35%
グローバル

26%
グローバル

10%
グローバル

33%
日本
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今後2年間で、世界中のすべての企業にとって最も困難な税務執行環境をもたらすと
思われる3つの国・地域はどこだとお考えですか？

グローバル 日本

米国 日本

中国本土 中国本土

ドイツ 米国
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45%

44%

42%

40%

35%

34%

29%

29%

26%

24%

22%

36%

37%

42%

54%

40%

25%

27%

30%

24%

10%

21%

グローバル 日本

以下の問題のうち、1つまたは複数の国・地域で経験したことがある、または今後2年
間に経験することが合理的に予想されるものがあるとすれば、どの問題ですか？

国境を越えた問題関連（国際税務および移転価格）に対する焦点の増加

税法や規制に関する一般的なリスクや不確実性の増大

税務調査／係争の件数または厳しさの増加

税務当局の情報提供要請の件数または要求される詳細の増加

世界的なデジタル税務行政に関するリスクや不確実性の増大

間接税（貿易・関税を含む）の執行に対する焦点の増加

「どこからでも仕事ができる」現象に起因する税務係争

税務係争の結果としてのビジネスに対する風評リスクの増大

複数の国・地域間の共同または同時の税務調査

税務当局による刑事罰または訴追の警告または実際の適用

新型コロナウイルス経済対策や支援策に関連する税務調査
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税務調査の件数の増加な
ど、当局による税務執行の
強化

二重課税のリスク（原因を
問わず）

税務当局間の情報交換 通常よりも大幅に高い税の
査定や税の清算の申し出

国際基準と異なる税務問題
（移転価格や恒久的施設な
ど）の解釈

貴社にとって最大の潜在的課題である5つの税務執行リスクはどれですか？

39%
日本

34%
グローバル

39%
日本

32%
グローバル

21%
日本

31%
グローバル

24%
日本

30%
グローバル

30%
日本

29%
グローバル
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回答者が経験している係争の件数と、その財務的影響について教えてください

貴社が担当するすべての市場において、貴社が現在管理している以下のタイプの事案は何件ですか？

税務調査 相互協議（MAP）事案 税務訴訟事案

グローバル 日本 グローバル 日本 グローバル 日本

0 5% 1% 9% 9% 11% 12%

1～5 24% 25% 23% 27% 24% 24%

6～10 21% 21% 22% 12% 18% 12%

11～15 15% 10% 15% 12% 13% 12%

16～25 15% 12% 13% 12% 12% 15%

25～49 9% 4% 9% 6% 10% 4%

50以上 7% 12% 5% 7% 7% 3%

回答を控えたい 3% 10% 3% 9% 4% 10%

分からない 2% 3% 2% 6% 2% 7%
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回答者が経験している係争の件数と、その財務的影響について教えてください

貴社が事業を展開している全市場において、現在係争中の税額の合計をどの程度と見積もっていますか？

6%

2%

5%

6%

10%

16%

16%

13%

9%

9%

5%

4%

6%

1%

4%

1%

7%

19%

15%

7%

7%

1%

16%

12%

0ドル

1ドル～4万9,999ドル

5万ドル～9万9,999ドル

10万ドル～19万9,999ドル

20万ドル～49万9,999ドル

50万ドル～99万9,999ドル

100万ドル～199万9,999ドル

200万ドル～499万9,999ドル

500万ドル～999万9,999ドル

1,000万ドル以上

回答を控えたい

分からない

グローバル

日本

単位：米ドル
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係争の結果、追加で課される税金はいくらで、回答者はどのような罰金や利息を課せ
られていますか？

すべての市場において、過去2年間に税務係
争の結果として追加で課された税金の総額は
どのくらいになると思われますか？

すべての市場において、過去2年間に支払っ
た罰金、利息、課徴金の総額はどのくらいに
なると思われますか？

単位：米ドル グローバル 日本 グローバル 日本

0ドル 7% 3% 6% 6%
1ドル～4万9,999ドル 4% 3% 6% 6%
5万ドル～9万9,999ドル 7% 3% 7% 4%
10万ドル～19万9,999ドル 10% 10% 11% 1%
20万ドル～49万9,999ドル 11% 7% 12% 9%
50万ドル～99万9,999ドル 14% 10% 13% 16%
100万ドル～199万9,999ドル 12% 9% 11% 7%
200万ドル～499万9,999ドル 10% 4% 7% 3%
500万ドル～999万9,999ドル 9% 9% 7% 0%
1,000万ドル以上 5% 3% 9% 12%
回答を控えたい 6% 27% 6% 24%
分からない 4% 10% 4% 10%
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移転価格 45%
グローバル

55%
日本

税制優遇措置（法定および法定外） 33%
グローバル

30%
日本

費用の損金算入 31%
グローバル

33%
日本

利子の損金算入 27%
グローバル

13%
日本

貿易や関税の問題 26%
グローバル

22%
日本

税務調査リスクに関して、以下の5つの分野のうち、貴社にとって現在大きなリスク要
因となっていると思われるのはどれですか？

グローバルのシニア税務リーダー（グローバル
税務ディレクター、税務VP、および同等の役
職）の間では、移転価格は、全回答者のグ
ループ（45%）と比べると、より大きなリスクをも
たらすと認識されています

63%
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異なる移転価格算定方
法を適用しようとする税
務当局

付加価値の高い役務提
供取引

本社および管理サービス
取引

費用分担契約 販売活動の報酬

今後2年間で、貴社に大きな移転価格リスクをもたらすと合理的に予測される問題は
何ですか?

41%
日本

41%
グローバル

41%
日本

30%
グローバル

24%
日本

28%
グローバル

22%
日本

27%
グローバル

30%
日本

26%
グローバル
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税務当局がサービスや
PEの問題に焦点を当て
るなど、より広範なVAT
課税ベース

配達証明、顧客のライ
センスなど、低税率また
はゼロ税率供給の適用
を実証する裏付け文書
の欠如

デジタルサービス税 無効な売上請求書やク
レジットノート（電子イン
ボイスの問題を含む）

国境を越えた購入に関
する誤った取り扱い（リ
バースチャージの方式
や使用・享受に関する
誤った取り扱いを含む）

今後2年間で、貴社に大きな間接税リスクをもたらすと合理的に予測される問題はどれ
ですか？

48%
日本

42%
グローバル

25%
日本

36%
グローバル

33%
日本

35%
グローバル

46%
日本

34%
グローバル

34%
日本

29%
グローバル
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4 進化する税務コーポレートガバナンスへの取り組み

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
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グローバル 日本

大幅に拡大する 29% 13%

やや拡大する 40% 54%

ほとんど変わらない 27% 33%

縮小する 4% 0%

今後2年間で、貴社の税務ガバナンスへの取り組みは拡大すると予想されますか？

の回答者（グローバル）が、今後2年間
に税務ガバナンスへの取り組みが拡大
すると予想しています

69%
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の回答者（グローバル）が、全体的な税務アプ
ローチを組織の全体的なリスク選好度と合わ
せるために、多大なまたは適度な努力をしてい
ます。しかし、組織全体のガバナンス構造にお
ける税務の位置づけが明確でないことが、回
答者が指摘した主要なビジネスリスクです

72%

グローバルの全体的な税務アプローチを、組織の全体的なリスク選好度に合わせよう
と努力していますか？

はい — 多大な努力をしている 33%
グローバル

21%
日本

はい — 適度な努力をしている 39%
グローバル

31%
日本

はい — ある程度の努力をしている 20%
グローバル

31%
日本

いいえ 6%
グローバル

9%
日本

回答を控えたい 2%
グローバル

7%
日本
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現在、貴社の税務部門には次の活動や機能が存在しますか？

84%

84%

72%

71%

62%

51%

70%

70%

55%

58%

42%

39%

グローバル 日本

経営幹部への定期的な（少なくとも6カ月ごと）ブリーフィング

グローバル税務ポリシー

一部または全市場において、可能な限りグローバルな方針と
手続きに沿ったローカライズされた方針と手続き

グローバルな税務ガバナンスの枠組み － 例えば、税務リスクや
税務係争の特定、エスカレーション、軽減を促進するための役割、

説明責任、統制、方針、手順、実務を定めたもの

係争に関連するプロセスやプロトコルを網羅した方針・手続きマニュアル

税務リスクおよび／または税務係争の指名されたリーダー
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税務部門は、以下の活動の計画、実施、文書化にどれくらいの頻度で関与していますか？

常に ほとんどの場合
ときどき、めったにない、

全くない

グローバル 日本 グローバル 日本 グローバル 日本

事業の買収・売却、カーブアウト、スピンオフなど 17% 21% 24% 19% 58% 60%

クロスボーダー融資契約 17% 15% 23% 27% 60% 58%

ビジネスモデルの変更、新製品、新サービスなど、既存の事業活動の大幅な変更 16% 15% 23% 19% 61% 66%

企業構造の変更 16% 24% 24% 25% 60% 51%

新しいグループ内取引の取り決め 16% 16% 23% 27% 61% 57%

新しい研究開発プロジェクト 15% 18% 23% 25% 62% 57%

税務コンプライアンスに影響を与える可能性のあるその他の重要な新しいビジネスプロセス 14% 18% 24% 27% 63% 55%
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#1
本社での税務

コンプライアンス
のために、各国
子会社の税務
以外の専門家
から必要な情報
を収集する方法
を改善すること
が、回答者の今
後2年間の主要

な目標となって
います

44%

40%

39%

37%

35%

32%

34%

36%

42%

28%

31%

19%

グローバル 日本

税務リスクと税務係争の管理に関して、今後2年間に実施すると合理的に見込まれる
対策があるとすれば、以下のうちどれですか？

本社での税務コンプライアンスのために、各国子会社の税務以外の
専門家から必要な情報を収集する方法を改善すること

税務リスクや税務係争を担当する委員会または専門チームを立ち
上げるか、または既存の担当チームを強化する

主要プロセスの一元化、税務リスクと税務係争の可視化

税務リスクと税務係争に焦点を当てた税務部門の人員の増加

グローバルな調査／係争の追跡ツールまたはデータベースの実装

税務リスクや税務係争を担当する責任者を設ける
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貴社は、税務ガバナンスが整備され、効果的に機能していることを実証しなければならない各国
政府のコンプライアンス保証プログラム（自主的、義務的の両方）をどの程度認識していますか？

当社が事業を展開しているす
べての市場におけるすべて
のプログラムを認識している
と確信している

当社が事業を展開している一
部の市場におけるプログラム
を認識している

これらのプログラムについて
は認識していない

参加

22%

26%

33%

15%

4%

15%

11%

45%

21%

9%

すでに参加している

非常に可能性が高い - 利用可能な場合は、自主的なプロ

グラムに積極的に参加する

可能性がやや高い - 自主的なプログラムに参加しようとす

るかもしれないが、参加が理にかなっている場合に限る

やや可能性は低い - 一般に、そのようなプログラムへの参

加に十分な利益があるとは考えていない

非常に可能性が低い - そのようなプログラムへの自主的

な参加は、全体的な税リスクプロファイルを高めると考える

グローバル

日本

このようなコンプライアンス保証プログラムが本質的に自主的なものである場合、貴社が参加する可能性
はどの程度ですか？

自主的なコンプライアンス
保証プログラムに参加する
可能性がやや高い、または
非常に高い

55% すでに1つまたは複数の

国・地域でプログラムに
参加している

15% 参加する可能性は
低い30%

[日本]

35%
グローバル

27%
日本

52%
グローバル

43%
日本

13%
グローバル

30%
日本
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5 効果的な税務係争管理をサポートするためのデータの重要性

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
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貴社は、未解決の税務係争（リスク審査、税務調査、MAP、税務訴訟、不服申し立て、
仲裁、調停を含む）をグローバルにどのように追跡していますか？

の回答者（グローバル）が、未解決の調査や係
争を追跡するための専用ツールを使用していま
せん72%

追跡していない 3%
グローバル

13%
日本

定期的な電話会議や随時の電子メールによって
非公式に追跡しているが、特定のツールやテンプ
レートは使用していない

27%
グローバル

22%
日本

定期的に更新するシンプルなツールやテンプ
レート（スプレッドシートなど）を使用して追跡
している

42%
グローバル

45%
日本

専用の税務調査追跡ツールやデータベース
を使用して、 リアルタイムまたはほぼリアルタ
イムで追跡している

28%
グローバル

19%
日本
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貴社は、世界中の未解決の税務調査や係争（税務調査、審査、MAP事案、訴訟、不服
申し立てを含む）について、どの程度把握していますか?

の企業（グローバル）が、世界中のすべての係
争を完全に把握していると回答しています25%

完全に把握している（100%） 25%
グローバル

18%
日本

十分に把握している（75%超） 45%
グローバル

33%
日本

部分的に把握している（25～75%） 26%
グローバル

30%
日本

あまり把握していない（25%未満） 4%
グローバル

16%
日本
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6 税の確実性の追求

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
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税務係争の運用モデルの観点から、貴社では主にどのように税務調査／係争を監督・
管理していますか？

すべてまたはほとんどの税務
係争は、本社所在地で一元
的に対処している

最も重要な、または大規模な
税務係争のみ、本社所在地
で一元的に対処している

すべてまたはほとんどの税
務係争は、地域レベルで対
処している

すべてまたはほとんどの税
務係争は、現地法人レベル
で対処している

33%
日本

38%
グローバル

21%
日本

19%
グローバル

19%
日本

7%
グローバル

36%
グローバル

27%
日本
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貴社は現在、税務リスクを管理するために、税務管理体制（Tax Control Framework: TCF）
またはその他の同様のフレームワークに基づく管理アプローチを利用していますか？

はい — 当社が事業を

展開しているすべての
市場において

はい — 当社が事業を

展開している主要な市
場において

はい — 本社が所在する
国・地域のみにおいて いいえ 分からない

16%
日本

22%
グローバル

21%
日本

18%
グローバル

36%
日本

24%
グローバル

34%
グローバル

22%
日本

4%
日本

1%
グローバル
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貴社が直面する現在進行中の税務リスクについて、何らかのリスク評価プロセス、登
録簿、またはマトリックスを運用していますか？

はい — すべての地域で、

米国の不確実な税務ポジ
ション（Uncertain Tax
Positions：UTP）のみを
特定するため

はい — すべての地域で、
米国のUTPとその他の税

務リスクの両方を特定する
ため

はい — 一部の地域で、米国
のUTPのみを特定するため

はい — 一部の地域で、米
国のUTPとその他の税務

リスクの両方を特定する
ため

いいえ

42%
日本

47%
グローバル

9%
日本

12%
グローバル

13%
日本

8%
グローバル

25%
グローバル

6%
日本

30%
日本

9%
グローバル
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55%

49%

48%

46%

43%

42%

39%

54%

34%

42%

31%

36%

31%

25%

グローバル 日本

現在、貴社が行っている係争防止に関する活動は、以下のうちどれですか？

事業を展開する市場における税務政策、税法また税務行政の変化を積極的に監視する

過去のリスクアセスメント、税務調査、係争データを積極的に活用し、
管理が必要となる可能性のある将来の税務リスクを積極的に特定する

明確に定義された、積極的かつ協力的なコンプライアンス戦略を実行する

重要な取引について、実体／事業活動に基づく税務文書ファイルを作成し、維持する

重要な取引を選定し、税務リスクの観点から定期的にレビューする

可能な限り税務ルーリングを取得する

明確に定義されたプロアクティブな事前確認（APA）戦略を実行する
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44%

44%

41%

41%

41%

39%

39%

37%

37%

34%

37%

28%

31%

25%

34%

33%

22%

15%

27%

25%

グローバル 日本

現在、貴社が行っている係争解決に関する活動は、以下のうちどれですか？

税務調査が始まる前に、税務当局の懸念と目的をよりよく理解することを目指す

税務当局と、組織内の誰が、どのように、どのような状況で
連絡を取るかについて、明確なプロトコルを維持している

現地の調査プロセスや現地の文化的アプローチについて、
できるだけ多くの知識を持って各調査や係争に臨む

望む結果を明確に把握した上で、それぞれの税係争に臨む

すべてまたはほとんどの税務調査について、明確に定義された
一貫した一連の調査プロセス手順に従う

すべての税務調査の決着前に、他の年度や他の国での重要な論点や
別の論点への波及を考慮するプロセスを備えている

税務当局の問い合わせのさまざまな種類やレベル（リスクレベルを含む）に
対処するために、明確な分類と手順を使用する

可能な限り、または適切な場合には、相互協議（MAP）を積極的に利用する

訴訟に焦点を当てた戦略を実行する時期と方法について、明確なプロトコルがある

仲裁が利用可能であれば、その利用可能性を検討する
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7 第2の柱に向けた準備

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
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第2の柱に関して、貴社が準備したことがあれば、どのようなことですか？

事業を展開している市場
において、第2の柱がどの

ように実施されるかの追
跡を開始した

第2の柱の仕組みについ

て知識を深めるための取
り組みを強化した

潜在的な意味合いと影響に
ついて、経営幹部グループ
（C-suite）またはその他のビ
ジネスリーダーに説明した

潜在的影響をモデル化した 当社の見解を知らせるため
に、1つまたは複数の政府お
よび／またはOECDに働きか

けを行った（コンサルテーショ
ンでの提出を含む）

ITシステムの準備を開始
した

税務アプローチを変更した 当社の準備を支援してもらう
ために、1社または複数の外
部アドバイザーを起用した

上記のいずれの準備も
行っていない

19%
日本

29%
グローバル

28%
日本

25%
グローバル

18%
日本

6%
グローバル

29%
グローバル

22%
日本

43%
日本

47%
グローバル

34%
日本

38%
グローバル

22%
日本

38%
グローバル

49%
グローバル

40%
日本

24%
日本

37%
グローバル
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第2の柱が税務係争、税務コスト総額に与える潜在的な影響

単位：米ドル グローバル 日本

0ドル 2% 6%

1ドル～5万ドル 2% 4%

5万1ドル～9万9,999ドル 6% 6%

10万ドル～19万9,999ドル 12% 10%

20万ドル～49万9,999ドル 20% 21%

50万ドル～99万9,999ドル 18% 13%

100万ドル～199万9,999ドル 19% 22%

200万ドル以上 21% 16%

BEPS2.0第2の柱が、貴社だけではなく、世界中のすべての組織にどのような
影響を与える可能性があると予想しますか？

グローバル 日本

第2の柱は、新たな調査や係争の可能性を高める 45% 48%

第2の柱は、新たな調査や係争の可能性に影響を
与えない

44% 48%

第2の柱は、新たな調査や係争の可能性を減少さ
せる

11% 4%

第2の柱は、税務コストの面で貴社にどのような影響を与える可能性がありますか？

グローバル 日本

当社の税務コスト（内部コストを含む）が増加する 55% 52%

当社の税務コスト（内部コストを含む）にほとんどあるいは
全く影響を与えない

39% 40%

当社の税務コスト（内部コストを含む）が減少する 6% 7%

貴社が新しい第2の柱ルールを確実に順守するための総コスト（グローバル）は
どの程度になると思われますか？

200万米ドル
EYの調査では、450名
を超える回答者（グ
ローバル）が、第2の柱

に関する法律を順守す
るために、200万米ド

ル以上のコストがかか
ると回答しています
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希望事項 – グローバルな見解

以下の活動のうち、今後2年間に実行された場合、貴社の税務部門に何らかの価値または大きな価値を生み出すものはどれですか？
（「大きな価値」と「何らかの価値」の回答選択肢を選んだ回答者の割合）

*% - 大きな価値または何らかの価値

係争に発展する前に、より積極的にリスク
を特定し、管理する86% 85% 法律、規制、行政の変化を監視するため

に、より多くのことを行う 84%
税務リスクと税務係争の管理に対するグ
ローバルなフレームワークのアプローチを
導入または改善する

84%
税務リスクと税務係争の管理をサポート
するために、より多くの予算や人員を確保
する

84% 全体的な税務調査への対応力を高めるた
めに、特定の取引の同時文書化を改善する 83% 税務ポリシーと、それに付随するポリシー

および手続きマニュアルを策定する

83%
当社の税務ポリシーおよび手続きマニュ
アルを、1つまたは複数の現地市場向け
にローカライズする（現地に合わせた変更
を加える）

83% 現在進行中の税務リスクの事前登録簿や
データベースを維持する 83%

現地レベルの税務以外の専門家（例：ファ
イナンシャルコントローラー）との連携を強
化し、サポートを得る

82% テクノロジーを活用したグローバル税務調
査追跡ツールを導入する 82%

税務統制（または、税務管理体制（Tax
Control Framework：TCF））の検証、刷
新、その他の改善を行う

81% 税務リスクや税務係争のリーダーの役割
を設ける

80%
税務リスクや税務係争の「委員会」、「セン
ター・オブ・エクセレンス」、その他の同様
のワーキンググループを設置する

80% 1つまたは複数の事前確認（APA）を取得
する
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8 全体のまとめ：未来の税務係争部門

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
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税務リスクと税務係争の管理を改善するために、EYのクライアントが最も一般的に行っ
ていることは何でしょうか？

税務
ガバナンス

税務リスク
評価

税務リスク
管理

税務調査
管理

• 主要なプロセスを一元化する

• 完全なRACI（S）を作成し、維持する

• 税務リスクと税務係争の管理に対す
るグローバルかつ戦略的なフレーム
ワークのアプローチを設計する

• 新しい税務係争担当の役割を設ける

• ローカリゼーション（現地に合わせた
変更）に向けたポリシーおよび手続
きマニュアルを作成する

• リスクや係争の委員会、CoEを設置
または拡充する

• 国のコンプライアンス保証プログラム
の準備をする

• リアルタイムで正確な係争追跡を実
施する

• 税務リスク特定プロセスを改善し、正
式に運用する

• 税務リスクの「登録簿」を作成する

• 政策、行政、規制の変化をより体系
的に追跡する

• 規模の大きい係争の調整を一元化
する

• 調査管理の知識およびアプローチを
強化する

• 一貫した調査プロセスステップを社
内で採用する

• 主要な活動を一元化し、最も影響の
大きいリスクの監視を強化する

• リスク評価からリスク管理、調査管理
につなげていく

• 税務調査への対応力を高める — よ

り広範かつ詳細な文書化と継続的な
証拠収集を行う

• 税務統制／税務管理体制（Ta x
Control Framework：TCF）を導入ま
たは改善する

• 協調的なコンプライアンスの機会を
評価する
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未来の
税務係争
部門

• 税務リスクと税務係争を、ライフサイクルに沿って取り上げます

• ライフサイクルの各段階における税務リスクと論争のリーディングプラ
クティスを特定します（税務サービスプロバイダー、同業他社）

• 税の種類を問わない、地域横断的なアプローチを取ります

• 主要なプラクティスごとに、現在の状態と将来の望ましい状態につい
て話し合います

• ワークショップのアウトプットは、税務係争の「ロードマップ」（1～2年
のタイムフレーム）です

• 対面式、オンライン式、ハイブリッド式で実施可能

• 継続的改善の反復プロセスであるべきです

未来の税務係争部門ワークショップ
税務リスクと税務係争の管理に対するグローバルなフレームワークのアプローチ
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TCDFプロセス

• 主要なステークホルダー／プロセスオー
ナーを特定し、アプローチ／メリットを周知
する

• ワークショップのアジェンダを設計する

• どの税務係争リーディングプラクティスに
焦点を当てるか？

• 時間配分

• 形式－Wavespace／バーチャル／ハイ
ブリッド

• 「Mural」を作成し、承認する

ワークショップ！

• 税務係争ロードマップの提供

• 報告会: 詳細な説明、テクノロジーのデモ
など

• 継続的なタッチポイント、ミニワークショップ

アウトプットとプロセス：税務係争ロードマップ
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Insight

なぜ今世界的な税制改革に備える必要があるのか
ey.com/ja_jp/tax/tax-policy-and-controversy-outlook

税務リスクと税務係争が増大する時代に税務ガバナンスが鍵となる理由
ey.com/ja_jp/tax/why-tax-governance-is-key-in-an-era-of-more-tax-risk-and-
controversy
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名称
EY税理士法人
Ernst & Young Tax Co.

所在地

東京事務所
〒100-0006 東京都千代田区有楽町一丁目1番2号
東京ミッドタウン日比谷 日比谷三井タワー
Tel: 03 3506 2411 （代表）

大阪事務所
〒530-0017 大阪府大阪市北区角田町8番1号
大阪梅田ツインタワーズ・ノース
Tel: 06 6315 1181

名古屋事務所
〒450-6642 愛知県名古屋市中村区名駅一丁目1番3号
JRゲートタワー 42階
Tel: 052 588 8855

福岡事務所
〒810-0001 福岡県福岡市中央区天神二丁目12番1号
天神ビル 7階
Tel: 092 752 5222

沖縄事務所
〒900-0006 沖縄県那覇市おもろまち一丁目3番12号
ザ・テラスオフィス & パーキング 7階
Tel: 098 917 5461

設立 設立 2002年 （税理士法改正に伴う設立）

統括代表社員 蝦名 和博



One stop service
EYの税務プロフェッショナルが、貴社の成長をサポートします

EY税理士法人案内

EY税理士法人EYのグローバルネットワーク

• 国内の企業税務および連結納税に係
る税務アドバイス

• 法人の各種税務申告書作成

• 事業承継策の立案・実行支援、相続税
申告書の作成、海外財産相続支援

• 経理、税務、給与計算などのアウソー
シングサービス

• グローバル税務管理体制の構築支援

• 税務当局への照会、税務調査・税務係
争対応のサポート

• FATCA・CRS支援

• 移転価格ポリシーの策定や移転価格
文書化作成支援

• 税務調査対応サポート

• 国内外のM&Aにおける税務デューデ
リジェンス実施サポート

• M&A時の買収ストラクチャリングおよ
びM&A後における統合ストラクチャリ
ング支援

• グローバルサプライチェーンの再構築
サポート

► 関税プランニング・コンプライアンス業務
支援

► 関税コスト低減を考慮したグローバルサ
プライチェーンの再構築

► 海外子会社の通商関税コンプライアンス
体制の構築・点検

► 消費税最適化のためのヘルスチェックお
よび最適化に向けた実行支援

► 海外役務提供・仲介貿易時の海外付加
価値税

► VAT／GSTの管理に係るアドバイス

► 国内外の個人所得税申告およびビザ
取得等の支援

► PE認定に関するアドバイザリー業務

► 海外出張者の税務対策

► 役員報酬および株式報酬に関するアド
バイス

企業税務アドバイザリー・
税務コンプライアンス

国際税務戦略および
M&A・組織再編

間接税戦略
グローバル規模の
人材マネジメント

専門業務 TTT（Tax Technology and Transformation）： テクノロジーを活用した最適な税務オペレーションを提供

EYの国内ネットワーク
• EY弁護士法人
• EYビジネス

パートナー（株）
• EY行政書士法人

• EY社会保険労務士法人
• EYプロフェッショナルサポート（株）
• EY新日本有限責任監査法人
• EYストラテジー・アンド・コンサル

ティング（株）
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EYグローバル・タックス・デスク

EY税理士法人案内

EYグローバル・タックス・デスクのネットワークは
Americas（北・中・南米）、Asia-Pacific（アジア・
パシフィック）、EMEIA（欧州、中東、インド、アフリ
カ）のハブ拠点の約60の国・地域を代表する300人
以上の税務専門家で構成されています。

37 年の歴史

330 人の税務専門家

60 の国・地域

主な
メリット

有資格の
専門家

総合的な
税務サービス

サービスの
拡張性

EYの
ネットワーク

戦略的拠点

費用対効果

コラボレーション
型のアプローチ

効率性 迅速な対応

国専門の
タックス・
デスク

間接税

トランザクション
タックス

金融
サービス

移転価格

オペレーション
最適化サプライ

チェーン

BEPS

• 税務実務全般に
おけるのグローバルな
文化の創造とサポート

• 多国間プランニングと
クロスボーダーコネクションの
促進において、迅速で効率的な
連携を実現できるようサポート

• 税務に関する深い
知識とリアルタイムの
アドバイスを提供

ハブ拠点

ニューヨークシカゴ

サンフランシスコ
ロンドン

ミュンヘン

マドリード

香港

北京

シンガポール

東京

シドニー

Asia-Pacific

Americas EMEIA

上海

サンノゼ

Ana Mingramm EY LLP United States
ディレクター
グローバル・タックス・デスク リーダー

ニューヨーク

ana.mingramm@ey.com

Amit B Jain EY EMEIA
グローバル・タックス・デスク リーダー

ロンドン

amit.b.jain1@uk.ey.com

Jeremy Litton EY Asia-Pacific 
グローバル・タックス・デスク リーダー

香港

jeremy.litton@hk.ey.com

提供サービス

時差を超えたサービスが可能、海外出張費の削減にも6

国際税務問題に関するリアルタイムのアドバイス7

複数の国・地域にまたがるアドバイス1

EYの現地オフィスとの緊密な連携2

迅速でコスト効率の高いサービス3

あらゆるビジネス取引に対応するコアチームの専門知識4

お客さまの課題に合わせたテーラーメイドのアプローチ5

オンコールの税務アドバイザリー8 • 新しいソリューション開発の
ためのプラットフォームを提供
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EY Japanについて

EY税理士法人案内

EY Japanは、EYの日本におけるメンバーファームの総称です。各法人は、独立した法人として相互に連携しながら、サービスを提供しています。

アシュアランス、税務、ストラテジー・アンド・トランザクションおよびコンサルティングにおける豊富な業務経験を有するプロフェッショナル・チームが
連携して、企業が抱えるさまざまな課題に対し、最先端かつグローバルな視点から最適なサービスを提供します。

その他のメンバーファーム

EYビジネスパートナー株式会社

EY行政書士法人

EY社会保険労務士法人

EY弁護士法人

EYプロフェッショナルサポート株式会社

EYソリューションズ株式会社

EYフォレンジック・アンド・インテグリティ
合同会社

EY Japan株式会社

EYジャパン合同会社

EY Japan

Assurance

Tax

Strategy and 
Transactions

Consulting

EY税理士法人

• 企業税務アドバイザリー・
税務コンプライアンス

• 国際税務戦略およびM&A・組織再編

• 間接税戦略

• グローバル規模の人材マネジメント

EY新日本有限責任監査法人

• 監査・保証業務

• 企業成長サポート

• FAAS（財務・会計アドバイザリー）

• Forensics（Forensic & Integrity 
Services）

• 気候変動／サステナビリティ
（CCaSS）

EYストラテジー・アンド・
コンサルティング株式会社

• EYパルテノン

• トランザクション・アンド・コーポレー
ト・ファイナンス

• 国際税務・トランザクションサービス

• ビジネスコンサルティング

• テクノロジーコンサルティング

• ピープル・アドバイザリー・サービス

• クロスセクター
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ジャパン・ビジネス・サービス（JBS）概要

EY税理士法人案内

JBSは日本企業の海外事業展開をサポートするEYのグローバルネットワークです。

世界の70を超える主要都市に約450名の日本語対応可能なプロ

フェッショナル（うち駐在員約100名）を配し、監査、税務、ストラテ

ジー・アンド・トランザクションおよびコンサルティングなどの業務を通

じて、均一で高品質なサービスを提供しています。

JBSはグローバルネットワークを統括する本部機能をEY Japan内に

設けています。EY Japan主導により、世界各地の日本企業担当プ

ロフェッショナルと密接な連携を図りながら、強固な一体組織として、

グローバルで卓越したサービスを提供しています。

現地EYのチーム

海外各地

親会社
担当チーム

グループ
親会社

日本国内
JBS

ネットワーク

海外グループ拠点

約450名 EY Japanが統括70都市以上

2022年6月30日現在
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EY |  Building a better working world

EYは、「Building a better working world ～より良い社会の構築を目

指して」をパーパス（存在意義）としています。クライアント、人々、そして

社会のために長期的価値を創出し、資本市場における信頼の構築に

貢献します。

150カ国以上に展開するEYのチームは、データとテクノロジーの実現

により信頼を提供し、クライアントの成長、変革および事業を支援します。

アシュアランス、コンサルティング、法務、ストラテジー、税務およびトラン

ザクションの全サービスを通して、世界が直面する複雑な問題に対し優

れた課題提起（better question）をすることで、新たな解決策を導きます。

EYとは、アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッドのグローバルネットワークであり、単体、

もしくは複数のメンバーファームを指し、各メンバーファームは法的に独立した組織です。アーン

スト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッドは、英国の保証有限責任会社であり、顧客サービス

は提供していません。EYによる個人情報の取得・利用の方法や、データ保護に関する法令によ

り個人情報の主体が有する権利については、ey.com/privacyをご確認ください。EYのメンバー

ファームは、現地の法令により禁止されている場合、法務サービスを提供することはありません。

EYについて詳しくは、ey.comをご覧ください。

EY税理士法人について

EY税理士法人は、EYメンバーファームです。税務コンプライアンス、クロスボーダー取引、M&A、

組織再編や移転価格などにおける豊富な実績を持つ税務の専門家集団です。グローバルネット

ワークを駆使して、各国税務機関や規則改正の最新動向を把握し、変化する企業のビジネス

ニーズに合わせて税務の最適化と税務リスクの低減を支援することで、より良い社会の構築に

貢献します。詳しくはey.com/ja_jp/people/ey-taxをご覧ください。

©2023 Ernst & Young Tax Co.
All Rights Reserved.

ED None

本書は一般的な参考情報の提供のみを目的に作成されており、会計、税務およびその他の専門的なアド

バイスを行うものではありません。 EY税理士法人および他のEYメンバーファームは、皆様が本書を利用し

たことにより被ったいかなる損害についても、一切の責任を負いません。具体的なアドバイスが必要な場合

は、個別に専門家にご相談ください。
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